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プレゼンテーション資料下部のコメントは、決算説明会での発⾔内容や決算数値の補⾜情報などを記載。
尚、決算説明会で説明を省略、または、補⾜情報が無いスライドについては、コメントの記載無し。
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 売上⾼、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益、いずれも前期を上回った。

 営業利益率は13.0%と前年を0.7ポイント上回る⽔準。
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 当初より証券業は今期厳しいスタートになると予想しており、想定の範囲内で推移していると考えてい
る。
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 コンサルティングは、豪州におけるM&A影響の他、国内の業務コンサル・システムコンサル案件の増加によ
り増収。
※増減額に占める豪州事業の⾦額は約20億円

 ⾦融ITは、保険業向け、その他⾦融業等向けが好調も、証券業向けは、野村證券向けの前期⼤型
案件の反動やDSBの事業売却、厳しい外部環境の影響などで減収となり、全体として減収。

 産業ITは、国内事業が業種・顧客を問わず好調で、豪州事業におけるM&A影響も含め増収。
※増減額に占める豪州事業の⾦額は約40億円

 IT基盤サービスは、前期に引き続き好調な事業環境が継続し、増収。

---参考情報-----
セグメント変更について

① ASG及びSMS⼀体運営に伴う豪州⼦会社の組織再編
コンサルティング、産業ITソリューション間の変更

②中国⼦会社における組織変更
⾦融ITソリューション、産業ITソリューション、IT基盤サービス間の変更



5

 野村HD向けは前期⽐37億円の減収となっており、現在は案件の端境期にある認識。
受注前段階の案件はCiT、BiTともに積み上がっており、通期⽬標700億円程度を⽬標に
引き続き注⼒。

 今期から四半期毎の海外売上⾼を開⽰している。地域別では、前期にM&Aを実施した豪州を中⼼
にいずれも増収となっており、グローバル事業の拡⼤が続いている。
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 コンサルティングは国内事業の案件増加により増益。増益額のうち、豪州事業が約1億円、それ以外
の約10億円が国内外事業（除く、豪州）の案件増加による影響。

 ⾦融ITは、証券業向けの案件減少による影響を、保険業向けを中⼼とした増収効果やリソースのシ
フトにより、増益。

 産業ITは、国内事業のDXに対する強い需要を背景とした案件増加による影響に加え、豪州事業の
収益性向上（のれん償却後の営業利益がプラス）により増益。

 IT基盤サービスは、減益ではあるものの⾼い利益率⽔準で、引き続き好調が続いている。
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 売上、営業利益の増減要因を定性的に記載。
海外M&A関連についてはおおよその⾦額も記載している。
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 コンサルティングサービスは、⾦融機関向け、製造業向けを中⼼にシステムコンサルティング
サービスの引き合いが強い。

 コンサルティングサービスの増収額（約70億円）から、豪州M&Aの影響（約30億円）と
コンサルティングセグメント（国内）の増収分（約10億円）を差し引くと約30億円。
この多くが国内のITソリューションに関連するコンサルティングサービスの増加であり、
今後のシステム開発案件の増加につながることが期待できる。

※増減額に占める豪州事業の⾦額は約30億円

 開発・製品販売は、流通業向け、サービス業向け、保険業向けを中⼼に増加。

 運⽤サービスは、だいこう証券ビジネスで減少したが、豪州でのM&Aの影響があり増加。
※増減額に占める豪州事業の⾦額は約30億円
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 営業外損益
前期、ジャフコなど政策保有株式を売却したことによる受取配当⾦の減少。

 特別損益
NRIセキュアテクノロジーズが保有するFFRI社株式売却を含め、12億円の特別損益を計上。
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 コンサルティング、産業ITを中⼼に増加。
※コンサルティング ：増減額に占める豪州事業の⾦額は、約10億円
※産業ITソリューション：増減額に占める豪州事業の⾦額は、約110億円

 ⾦融ITは、保険業向け及びその他⾦融業等向けの増加を、証券業向けの減少（DSBの⼦会社売
却等による影響含む）が上回った。
証券業向けの減少については期初から⾒込んでいたものの、若⼲スローペース。
ただし、受注前段階にある案件の引き合いは数多くあり、期初予想通り下期に掛けて売り上げが
積み上がるものと⾒ている。



 売上⾼＋受注残⾼（当期売上⾼予定分）の数値も着実に伸びており、今期の公表予想達成に
向けての進捗はインライン。
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 1Ｑの売上・営業利益と、2Q以降の業績⾒込みは上記の通りであり、公表予想に向けてはインラ
インで進捗しており、計画変更はしていない。
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 コンサルティング、産業ITを中⼼に増加。
※コンサルティング ：増減額に占める豪州事業の⾦額は、約 2億円。
※産業ITソリューション：増減額に占める豪州事業の⾦額は、約10億円。

 ⾦融ITの減少は、野村證券向けの減少が主な要因。
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